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１、研究の目的 

外国人技能実習生（以下「実習生」）が帰国後にどのような就職状況や職位の変化をもたらしたか、日本で修
得した技能や知識の活用状況を把握するために、厚生労働省が毎年「帰国技能実習生フォローアップ調査」を実
施している。2018 年度の結果は、5359 人の有効回答のうち、技能実習で学んだことが役立ったとする回答が
96.9%と高い数値を示す。一方、技能移転などないとする実習実施者、研究者の報告書が散見され、外国人技能
実習制度を検証し、今後外国人労働者を受け入れる上で必要な視点を明らかにすることを目的として帰国技能実
習生の追跡調査を実施した。方法として半構造化インタビューを用い、これまでベトナム 25 名、インドネシア
15 名の聞き取り調査を行った。 
 
２、研究の背景 

2017 年に「外国人の技能実習生の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（以下「技能実習法」）が
公布され、関係者が共通の認識を持ち制度の円滑な運用が図られると期待して動向を見守った。しかし、技能実
習法による管理団体、実習実施者認可手続き等が煩雑かつ広範となり、実習生の声に耳を傾ける余裕などないの
が実情である。地方零細企業や地場産業に従事する実習生のみならず、大企業下における法令違反も相次ぎ、賃
金、労働時間、労働環境問題等は依然としてあり、ユニオンや NPO と連携した支援活動による問題解決、とい
う構図は続いている。この中で 2019 年４月からは、技能実習終了後の移行も見据えた新在留資格が始まること
が決定し、さらなる問題の発生につながると懸念する。技能実習制度においては、技能実習法第 3 条「国際貢献、
国際協力」は形式上にとどまり、実習生は労働力の需給の調整手段でしかない。また、同法 6 条の技能実習によ
る技能移転への努力規定が定められているが、これが実習生の職場移転の自由を奪うことに繋がり、技能移転が
なされているかという具体的な追跡調査は行われていない。 
 
3、先行研究 
 厚生労働省報告書について追記する。2018 年度の結果から、帰国後役立ったものとして修得した技能が 73.2%、
日本語力が 66.2%、日本での生活経験が 64.9%となっている。回答時の就職状況は 22%で、雇用される予定の
13%を含めても過半数を大きく下回る。この調査票は、帰国時に調査機関から送付され、回答は郵送としている。
回答時期や就職状況を考えると調査自体の信頼性に欠け、技能がどのように移転されているのかの具体的な追跡
はない。2014 年には、厚生労働省が帰国した実習生 41 名にインタビュー調査を実施しているが、うち 10 名は
企業単独型で再雇用が確約された実習生である。31 名については、技能よりも日本での働き方や日本語が役立た
っという回答を得ており、技能移転は企業単独型実習生を除けばほぼないことが分かった。さらに、昨年の移民
政策学会で報告された西川氏の研究では、氏がホーチミンで製造業関連の帰国技能実習生調査を行った結果、技
能実習による所得上昇などの利点は少ないと述べており、3 年間の技能実習によってキャリアが切り開かれた事
例は数少ない。現在、実習生の帰国後については十分な先行研究が少なく、これから検証されなければならない
と考える。検証が行われないまま外国人労働者をさらに拡大しようとする現状は、将来の日本の労働環境だけで
なく、国際労働市場からも糾弾されることになりかねない。 
 
３ 考察 



 調査活動は継続中である。調査した 40 名の結果、帰国後に同業種で勤務していたのは 2 名だけで、製造業に
おいて実習した技能の活用事例がみられた。調査対象者は大変協力的で、滞日中の日々を好意的に振り返ってい
たが、母国に持ち帰って移転するような技能が身についた事例はわずかである。一方、技能実習中に身についた
もので最も役立ったと回答されたのは日本語で、帰国後、日本語教師、送り出し機関の社員、日系企業に勤務す
る方が多いことがわかった。次いで、日本のマナー、仕事への取り組み方や働き方という文化的、精神的側面に
関するものが役立つという回答を得た。残念ながら、帰国後就職活動をする際においても、実習経験より日本語
能力や母国での学歴が優先される事例が多く、母国でも技能実習制度が「海外出稼ぎ労働」として捉えられてい
ることがわかった。調査母数が少ないため、今後も範囲を広げて継続していく。 

国際的な人材獲得競争が激化する中で、日本の理念と現実が乖離するこの制度に、アジアの青年たちは厳しい
目を向け始めている。帰国後、友人知人に日本へ行くことを進めるかどうかを尋ねると、はっきりと進める、と
回答された方は半数を下回った。日本よりも韓国や台湾に行きたかったという声も少なくない。先日ベトナムで
実施したインタビューでは、延長希望していた元水産業実習生が、日本語を生かして電子部品を製造する日系企
業に入社して新たな道を模索するうちに、日本で延長することは自分の将来のためにならないと分かった、と話
してくれた。改めて日本が変わらなければ、海外労働派遣先としてアジアの若者から日本が選ばれない国になる
ということを実感した。制度の根本を見直すための検証を今後も継続し、実習生の帰国後キャリアを見据えた制
度設計や実習計画の見直し、労働環境の整備に向けた提言を行っていきたい。 
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